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売却など、相次ぐ大型案件が注目を集めている。1990 年代初頭におよそ 1 万 2000 社
































有する独立企業や企業グループの親会社（図 1 の A、B、C、E）のみならず、国家機
関が 50％超を所有する企業グループ親会社の 50％超出資子会社（図 1 の D、F）も含
まれた。図 1 のすべての企業が国有企業とみなされていたのである。 
だが、2014 年企業法では、「国家が定款資本の 100％を所有する企業」へと定義が
改められた。国有企業政策を担う財務省企業財務局によれば、この定義に含まれるの
は、国家機関が直接 100%所有する独立企業や企業グループの親会社（図 1 の A と C）
のみであり、国家機関が 100％所有する企業グループ親会社の 100％出資子会社（図









の 100％を所有する企業 8である。2014 年企業法と同様、図 1 でハイライトされた 2













の政府報告の対象は国家機関が直接 100％所有する企業（図 1 の A と C）である。
2017 年春の国会での政府報告によれば、2016 年末時点でこの定義の国有企業は 583
社あり、内訳は表 1 の右側に示したとおりである。 
このデータは、国有企業が 500～600 社に減少したことの根拠としてしばしば言及
される。だが、統計からはこれとは異なる実態が浮かび上がる。表 1 の左側に示した
ように、企業統計によれば 2016 年末時点で国家が 100％所有する企業は 1276 社であ
る。企業統計と国会での政府報告は、調査方法などが異なるため厳密な比較はできな
いものの、両者の数字に倍以上の開きがあるのは、両者が採用している定義の相違、
すなわち国家が間接的に 100％所有する企業（図 1 の D）を含めるか否かの違いに起
因する部分が大きいとみられる。さらに、国家が直接・間接に 50％超 100％未満を所




2016 年末時点で 2662 社という国有企業の数は、株式化を柱とした国有企業の再編
の成果とみることもできる。データの制約のため推計に頼らざるをえない部分も多い
が、利用可能な統計や資料に基づき 2000 年末と 2016 年末における国有企業の数、お
よびこの期間の再編状況を整理したものが図 2 である。 
2000 年末時点で 100%国有企業は 5531 社あった。2016 年末時点では 1276 社であ






れた国有企業は 5400 社以上、このうち株式化された企業は 7 割超にあたる約 3950
社、株式化以外の形態によって再編された企業が約 1460 社と推定された。 
図 2 には、企業の 2016 年末時点でのステータスも示した。16 年間に株式化された
約 3950 社のうち、2016 年末時点で国有企業として存続しているのは 1386 社にすぎ
ず、民間企業となったが 50％以下の国家の出資がある「国家資本のある株式会社」も





図 3 には、国有企業再編の柱であった株式化について、およそ 5 年ごとの件数の推




たことが背景にある。図 3 のデータによれば、2001 年～2016 年の株式化件数のうち









まず、所有形態別・企業規模別の企業数をみたい（表 2）。2000 年から 2015 年にか









る。2000 年時点では、従業員 5000 人以上の企業 34 社のうち 23 社、資本金 5000 億
ドン以上の企業 198 社のうち 82 社を国有企業が占めていたが、2015 年時点ではそれ
ぞれ 176 社中の 36 社、3945 社中の 714 社にすぎない。 
次いで、企業セクターの純売上高、固定資産・長期投資、税引前利益に占める国有























しかしながら、近年では変化もうかがわれる。2017 年 5 月の第 12 期党中央委員会
第 5 回総会で採択された 3 つの決議（民間経済の発展についての決議 10 号、社会主
義志向市場経済についての決議 11 号、および、国有企業の再編などについての決議
12 号 11）を中心に、近年の党の文書をみてみよう。 
国有企業については、基本的に従来の方針が継承されている。決議 11 号は「国有企

















































これに対し、首相決定 58 号は、国家が 100%所有する 240 社の具体名を挙げた企
業リストを示し、（1）100％国有を維持する、（2）株式化を行い、国有比率 65％超と
する、（3）株式化を行い、国有比率 50％超とする、（4）株式化を行い、国有比率 50％
以下とする、の 4 種類に分類した。さらに、2017 年 7 月 10 日付の首相公文 991 号
は、上記（2）、（3）、（4）に該当する計 137 社のうち 127 社について、2017 年～2020
年の株式化実施スケジュールを示した。首相決定 58 号の対象 240 社には、国防・安
全保障、農林水産業などの企業は含まれない。だが、2016 年時点で国家が直接 100％
所有する 583 社のうち 240 社について、再編の具体的な方針とスケジュールが示され
たことは画期的だといえよう。 
表 4 には、国有企業のなかでもとくに規模が大きい国家経済集団 8 社の再編スケジ
ュールを示した。首相決定 58 号の対象は 6 社あるが、このうち 5 社については国家
の支配的所有、とくにベトナム石油・ガス集団（PetroVietnam）とベトナム電力集団
（EVN）の 2 社については 100％国有が維持される方針となっている。 
また、首相決定 58 号の施行に伴い、すでに株式化された企業についても国家資本
の売却の必要性が生じている。2017 年 8 月の首相決定 1232 号は、株式化済みの企業











2018 年に同委員会を設立することについては上述の党中央委員会決議 12 号も言及


















































売却は 7.3％にすぎなかった 15。 
国家株式の外部への売却が進まないのはなぜか。そもそも外部への売却比率がきわ
めて低水準に設定され、そのことが投資家、とりわけ海外投資家の投資意欲を減退さ



















まず前者については、2016 年末時点で国家が直接 100％所有する企業 583 社のう














の企業は、国有企業再編の焦点とされてきた。表 4 でみたように、8 社のうち少なく
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表1 国有企業の数（2016 年末時点） 
（出所）GSO (2017)、2016 年の全国の企業における国家資本の投資・管理・使用活動についての政
府報告 441/BC-CP(2017 年 10 月 16 日付)より筆者作成。 
独立企業のケース 企業グループ（総公司）のケース
100%出資 51％出資 100％出資 51％出資

















50％超100％未満 1,386 企業の種類 企業数

































（注）＊の付いた数字は推定値。2000 年末および 2016 年末時点の企業の数を企業統計から取得し
たうえで、再編された企業の数を各種資料に基づき推定し、さらに 2001 年~2016 年の新設国有企業
の数と 2016 年時点での「その他の形態」の企業数を推定した。 
（出所）GSO (2002, 2017), Nguyen Quang Thuan (2014), UNDP (2006), 企業刷新発展指導委員




























2,382 2,012 1,115 82 1,124 2,915 1,529 23 5,591
43% 36% 20% 1% 20% 52% 27% 0% 100%
267 635 1,219 714 663 1,316 820 36 2,835
9% 22% 43% 25% 23% 46% 29% 1% 100%
30,458 1,241 234 17 28,957 2,581 410 2 31,950
95% 4% 1% 0% 91% 8% 1% 0% 100%
271,616 125,868 28,124 2,092 402,680 22,207 2,788 35 427,710
64% 29% 7% 0% 94% 5% 1% 0% 100%
378 582 467 101 493 723 303 9 1,528
25% 38% 31% 7% 32% 47% 20% 1% 100%
3,510 3,452 3,839 1,139 6,302 3,518 2,015 105 11,940
29% 29% 32% 10% 53% 29% 17% 1% 100%
33,218 3,835 1,816 200 30,574 6,219 2,242 34 39,069
85% 10% 5% 1% 78% 16% 6% 0% 100%
275,393 129,955 33,192 3,945 409,645 27,041 5,623 176 442,485




























































































（出所）首相決定 58 号より筆者作成。 
表4 国家経済集団8社の再編計画 

















（出所）GSO (2017)、首相決定 58 号および 1232 号に基づき筆者作成。 
多数の国有企業の株式のオークションが行われるホーチミン証券取引所 
表5 再編ロードマップに含まれる企業の内訳 
(1) 100%国有の240社の再編計画（首相決定58号）
100%国有を維持 株式化を実施
中央省庁の傘下企業 23 16
国家銀行、政策金融機関の傘下企業 7 1
国家経済集団とその子会社 3 16
地方政府の傘下企業 70 102
政府直属機関の傘下企業 0 2
合計 103 137
(2)株式化済みの372社の国家資本売却計画（首相決定1232号）
中央省庁の傘下企業 74
政府直属機関の傘下企業 2
地方政府の傘下企業 296
合計 372
